
ＯＴＡＲＵＣＩＴＹＣＯＵＮＣＩＬＯＴＡＲＵＣＩＴＹＣＯＵＮＣＩＬＯＴＡ 
Ｔ Ｒ 
Ａ Ｕ 
Ｒ Ｃ 
Ｕ Ｉ 
Ｃ Ｔ 
Ｉ Ｙ 
Ｔ Ｃ 
Ｙ Ｏ 
Ｃ Ｕ 
Ｏ Ｎ 
Ｕ Ｃ 
Ｎ Ｉ 
Ｃ Ｌ 
Ｉ Ｏ 
Ｌ Ｔ 
Ｏ Ａ 
Ｔ Ｒ 
Ａ Ｕ 
Ｒ Ｃ 
Ｕ Ｉ 
Ｃ Ｔ 
Ｉ Ｙ 
Ｔ Ｃ 
Ｙ Ｏ 
Ｃ Ｕ 
Ｏ Ｎ 
Ｕ Ｃ 
Ｎ Ｉ 
Ｃ Ｌ 
Ｉ Ｏ 
Ｌ Ｔ 
Ｏ Ａ 
Ｔ Ｒ 
Ａ Ｕ 
Ｒ Ｃ 
Ｕ Ｉ 
Ｃ Ｔ 
Ｉ Ｙ 
Ｔ Ｃ 
Ｙ Ｏ 
Ｃ Ｕ 
Ｏ Ｎ 
Ｕ Ｃ 
Ｎ Ｉ 
ＣＩＬＯＴＡＲＵＣＩＴＹＣＯＵＮＣＩＬＯＴＡＲＵＣＩＴＹＣＯＵＮＣＩＬ 

令 和 元 年 
        第 ２ 回 定 例 会 議 案 

小樽市議会 



目  次 

 

議 案 

番 号 
件     名 ページ 

１ 令和元年度小樽市一般会計補正予算 １ 

２ 令和元年度小樽市介護保険事業特別会計補正予算 ３ 

３ 令和元年度小樽市水道事業会計補正予算 ４ 

４ 
小樽市報酬、費用弁償及び実費弁償条例の一部を改正する

条例案 
５ 

５ 小樽市税条例等の一部を改正する条例案 ６ 

６ 
小樽市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正す

る条例案 
12 

７ 
小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例案 
13 

８ 小樽市屋外広告物条例の一部を改正する条例案 14 

９ 
小樽市建築基準法施行条例及び小樽市手数料条例の一部

を改正する条例案 
15 

10 小樽市水道事業給水条例の一部を改正する条例案 17 

11 工事請負契約について 18 

12 工事請負契約について 19 

 



 令 和 元 年  
             第 ２ 回 定 例 会       議案第１号 
 小樽市議会  

 

   令和元年度小樽市一般会計補正予算 

 令和元年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 142,085 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 57,460,041 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の削除は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （市債の補正） 

第３条 市債の変更は、「第３表 市債補正」による。 

  令和元年６月１３日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉 

 



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

   千円 千円 千円

16 国 庫 支 出 金   11,711,522 11,299 11,722,821

  2 国 庫 補 助 金 2,022,214 11,299 2,033,513

17 道 支 出 金   3,421,306 8,673 3,429,979

  2 道 補 助 金 397,859 5,832 403,691

  3 道 委 託 金 261,109 2,841 263,950

19 寄 附 金   102 4,140 4,242

  1 寄 附 金 102 4,140 4,242

20 繰 入 金   1,853,382 △ 5,168 1,848,214

  2 基 金 繰 入 金 1,779,709 △ 5,168 1,774,541

22 諸 収 入   2,742,752 14,241 2,756,993

  4 雑 入 340,561 14,241 354,802

23 市 債   3,962,600 108,900 4,071,500

  1 市 債 3,962,600 108,900 4,071,500

歳 入 合 計 57,317,956 142,085 57,460,041



歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

  千円 千円 千円

2 総 務 費  1,732,431 18,732 1,751,163

  1 総 務 管 理 費 1,348,560 18,732 1,367,292

3 民 生 費   25,110,521 18,321 25,128,842

  1 社 会 福 祉 費 11,870,749 3,434 11,874,183

  2 児 童 福 祉 費 4,744,785 9,332 4,754,117

  3 生 活 保 護 費 8,348,147 5,555 8,353,702

4 衛 生 費   4,672,034 3,800 4,675,834

  1 保 健 衛 生 費 2,023,747 3,800 2,027,547

7 商 工 費   2,470,840 2,432 2,473,272

  1 商 工 費 2,470,840 2,432 2,473,272

9 消 防 費   401,183 1,300 402,483

  1 消 防 費 401,183 1,300 402,483

10 教 育 費   2,890,414 97,500 2,987,914

  1 教 育 総 務 費 164,567 1,000 165,567

  2 小 学 校 費 1,258,548 9,500 1,268,048

  3 中 学 校 費 413,814 87,000 500,814

歳 出 合 計 57,317,956 142,085 57,460,041

 

  



第２表 債務負担行為補正 

 （削 除） 

事 項 期 間 限 度 額

  千円

非 常 時 停 電 対 策 関 係 経 費 

（指定避難所）（発電機・投光器）  

令和２年度から 

令和５年度まで 
７，１４０

 

第３表 市債補正 

（変 更） 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

補 正 前 補 正 後 

 千円 千円

民 間 保 育 施 設 等
整 備 支 援 事 業 費

３，４００ １６，１００

夜 間 急 病 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業 費

１２，０００ １５，８００

消 防 施 設 整 備 事 業 費 ７５，６００ ７６，５００

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 費 ５７１，７００ ６６３，２００

 

 

 



 令 和 元 年  
             第 ２ 回 定 例 会       議案第２号 
 小樽市議会 

 

   令和元年度小樽市介護保険事業特別会計補正予算 

 令和元年度小樽市の介護保険事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ

による。 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,540 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 14,639,845 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和元年６月１３日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉 

 



別表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

   千円 千円 千円

2 国 庫 支 出 金   3,758,074 770 3,758,844

  2 国 庫 補 助 金 1,296,026 770 1,296,796

6 繰 入 金   2,263,273 770 2,264,043

  1 一般会計繰入金 2,263,273 770 2,264,043

     

歳 入 合 計 14,638,305 1,540 14,639,845

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

   千円 千円 千円

1 総 務 費   306,024 1,540 307,564

  1 総 務 管 理 費 163,660 1,540 165,200

     

     

     

歳 出 合 計 14,638,305 1,540 14,639,845

 



 令 和 元 年  
             第 ２ 回 定 例 会       議案第３号  
 小樽市議会  

 

   令和元年度小樽市水道事業会計補正予算 

第１条 令和元年度小樽市水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

第２条 令和元年度小樽市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

(4) 主要な建設改良事業の概要 

ロ 改良事業 

 事 業 費                           583,860千円 

第３条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科      目）    （既決予定額）  （補正予定額）  （    計    ) 

支              出 

 第１款 水道事業費用   2,667,475千円    △1,545千円  2,665,930千円 

  第２項 営業外費用    278,504千円  △1,545千円   276,959千円 

第４条 予算第４条本文括弧書中「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額95,429千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額96,

974千円」に、「減債積立金410,923千円」を「減債積立金451,214千円」に、

「過年度分損益勘定留保資金881,034千円」を「過年度分損益勘定留保資金83

9,198千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科      目）    （既決予定額）  （補正予定額）  （    計    ) 

収              入 

第１款 資 本 的 収 入    1,109,376千円    17,000千円  1,126,376千円 

 第１項  企 業 債  1,029,400千円    17,000千円  1,046,400千円 



支              出 

第１款 資 本 的 支 出  2,496,762千円  17,000千円  2,513,762千円 

第１項  建 設 改 良 費 1,189,235千円   17,000千円  1,206,235千円 

第５条 予算第５条の表中 

「                   「   

起債の目的  限度額   

を 

起債の目的  限度額  

に
 

上 水 道 事 業 費 

 

   千円

1,029,400 

  

 

上 水 道 事 業 費 

 

   千円

1,046,400 

  

」                   」  

改める。 

 

令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第４号  
 小樽市議会 

 

   小樽市報酬、費用弁償及び実費弁償条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市報酬、費用弁償及び実費弁償条例の一部を改正する条例 

 小樽市報酬、費用弁償及び実費弁償条例（昭和４６年小樽市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

 別表選挙長の項中「１０，６００円」を「１０，８００円」に改め、同表投

票所の投票管理者の項中「１２，６００円」を「１２，８００円」に改め、同

表期日前投票所の投票管理者の項中「１１，１００円」を「１１，３００円」

に改め、同表開票管理者の項中「１０，６００円」を「１０，８００円」に改

め、同表投票所の投票立会人の項中「１０，７００円」を「１０，９００円」

に改め、同表期日前投票所の投票立会人の項中「９，５００円」を「９，６０

０円」に改め、同表開票立会人の項及び選挙立会人の項中「８，８００円」を

「８，９００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以

後その期日を公示され、又は告示される選挙について適用し、施行日の前日

までにその期日を公示され、又は告示された選挙については、なお従前の例



による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法

律の一部改正に伴い、選挙長等の報酬の額を改定するためであります。 

 



 

 

 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第５号 
 小樽市議会 

 

   小樽市税条例等の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

小樽市税条例等の一部を改正する条例 

（小樽市税条例の一部改正） 

第１条 小樽市税条例（昭和２５年小樽市条例第５６号）の一部を次のように

改正する。 

  第２３条中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項と

し、第５項の次に次の１項を加える。 

 ６ 第１項又は第５項の場合において、前年において支払を受けた給与で所

得税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有

するものが、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項

各号に掲げる事項のうち法施行規則で定めるものについては、法施行規則

で定める記載によることができる。 

  第２４条の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項中第３号を

第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

  第２４条の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に

改め、「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年



 

 

金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この

項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（控

除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者である者」を加

え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」に、「同項に

規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め、第３号を第４号とし、第２

号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

 第２４条の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２

項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第

６項」に改める。 

  第２６条第１項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に、

「によって」を「により」に、「納税管理人ついて」を「納税管理人について」

に、「においては」を「には」に改める。 

  附則第３３条の２に次の３項を加える。 

 ２ 北海道知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能

割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第

２項において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２

項（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受

ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

 ３ 北海道知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車

税の環境性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附

則第３３条の３の規定により読み替えられた第６２条の７第１項の納期限

（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知っ



 

 

た場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請

をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な

情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により

国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土

交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請を

した者又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車につい

て法附則第２９条の１１の規定によりその例によることとされた法第１６

１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪以上の軽自動車の取得

者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

 ４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能

割の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算し

た金額を加算した金額とする。 

  附則第３３条の２を附則第３３条の２の２とし、附則第３３条の次に次の

１条を加える。 

  （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

 第３３条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この

条において同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年

１０月１日から令和２年９月３０日までの間（附則第３３条の５第３項に

おいて「特定期間」という。）に行われたときに限り、第６２条第１項の規

定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

  附則第３３条の２の２の次に次の２条を加える。 

  （軽自動車税の環境性能割の非課税、課税免除及び減免の特例） 

 第３３条の２の３ 当分の間、軽自動車税の環境性能割において、法第４４

５条第２項の規定の適用を受けるべき軽自動車は、第６２条の３の規定に



 

 

かかわらず、北海道が法第１４８条第２項の規定により条例で定める自動

車に相当するものとして市長が定める３輪以上の軽自動車とする。 

 ２ 前項の規定に該当する３輪以上の軽自動車に対して、法第４４５条第２

項の規定を受けるための手続その他必要な事項については、この条例の規

定にかかわらず、北海道における自動車税の環境性能割の課税免除の例に

よる。 

 第３３条の２の４ 市長は、当分の間、第６２条の９の規定にかかわらず、

北海道知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとし

て市長が定める３輪以上の軽自動車に対しては、北海道における自動車税

の環境性能割の減免の例により、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

  附則第３３条の５に次の１項を加える。 

 ３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第６２条の５

（第２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自

動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分

の２」とあるのは、「１００分の１」とする。 

  附則第３４条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」

の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加

え、同条に次の３項を加える。 

 ２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第６４条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月

１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和２年４

月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句



 

 

とする。 

第２号ア(イ) ３，９００円 １，０００円

第２号ア(ウ)ａ ６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

第２号ア(ウ)ｂ ３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

 ３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリ

ン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第６４条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の

軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日か

ら令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(イ) ３，９００円 ２，０００円

第２号ア(ウ)ａ ６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

第２号ア(ウ)ｂ ３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

 ４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第６

４条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１

日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和



 

 

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

第２号ア(イ) ３，９００円 ３，０００円

第２号ア(ウ)ａ ６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

第２号ア(ウ)ｂ ３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

  附則第３５条（見出しを含む。）中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加

える。 

第２条 小樽市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１０条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に

改める。 

  附則第３４条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を

加える。 

 ５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車の

うち、自家用の乗用のものに対する第６４条の規定の適用については、当

該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、

第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  附則第３５条第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 



 

 

 （小樽市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 小樽市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年小樽市条例第３７

号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中附則第３３条の次に４条を加える改正規定（附則第３３条の５第

２項に係る部分に限る。）中「については」の次に「、当分の間」を加える。 

  第１条の２のうち附則第３４条第１項の改正規定中「初めて道路運送車両

法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項に規定

する」を「平成１８年３月３１日までに初めて道路運送車両法第６０条第１

項後段の規定による車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車

両番号指定」という。）を受けた法附則第３０条第１項」を「法附則第３０条」

に、「平成３１年度分」を「当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定

する車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年

度以後の年度分」に改める。 

第４条 小樽市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年小樽市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。 

  第１条のうち第３１条に３項を加える改正規定中「３項」を「８項」に改

め、同改正規定（同条第８項に係る部分に限る。）中「及び次項」を「、次項

及び第１１項」に改め、「次項」の次に「及び第１０項」を加え、「その他法

施行規則で定める方法」を削り、同改正規定（同条第１０項に係る部分に限

る。）中「申告は、」の次に「申告書記載事項が」を加え、同改正規定に次の

ように加える。 

 １１ 第８項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により

地方税関係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認めら

れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで申告書を提出することがで

きると認められる場合において、同項の規定を適用しないで申告書を提出



 

 

することについて市長の承認を受けたときは、当該市長が指定する期間内

に行う同項の申告については、前３項の規定は、適用しない。法人税法第

７５条の４第２項の申請書を同項に規定する納税地の所轄税務署長に提出

した第８項の内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該税務署長

の却下の処分を受けていない旨を記載した法施行規則で定める書類を、申

告書の提出期限の前日までに、又は申告書に添付して当該提出期限までに、

市長に提出した場合における当該税務署長が指定する期間内に行う同項の

申告についても、同様とする。 

 １２ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用

を受けることが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けよう

とする期間その他法施行規則で定める事項を記載した申請書に法施行規則

で定める書類を添付して、当該期間の開始の日の１５日前までに、これを

市長に提出しなければならない。 

 １３ 第１１項の規定の適用を受けている内国法人は、第８項の申告につき

第１１項の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その

他法施行規則で定める事項を記載した届出書を市長に提出しなければなら

ない。 

 １４ 第１１項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１

条の８第５１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１１項前段の期間内に行

う第８項の申告については、第１１項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、この限

りでない。 

 １５ 第１１項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１３項の

届出書の提出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８



 

 

１条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）の処分があったとき

は、これらの届出書の提出又は処分があった日の翌日以後の第１１項後段

の期間内に行う第８項の申告については、第１１項後段の規定は適用しな

い。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出した

ときは、この限りでない。 

  附則第１条第６号中「３項を」を「８項を」に改める。 

  附則第２条第３項中「第１０項」を「第１５項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る日から施行する。 

 ⑴ 第３条及び第４条の規定 公布の日 

 ⑵ 第１条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定及び附則第４条の規定 

令和元年１０月１日 

 ⑶ 第１条中第２３条第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を

第７項とし、第５項の次に１項を加える改正規定並びに第２４条の２、第

２４条の３及び第２６条第１項の改正規定並びに附則第２条の規定 令和

２年１月１日 

 ⑷ 第２条中第１０条の改正規定及び附則第３条の規定 令和３年１月１日 

 ⑸ 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和３

年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の小樽市税条例（次項及び第３

項において「２年新条例」という。）第２３条第６項の規定は、同号に掲げる

規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書



 

 

を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同

日以後に平成３１年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合に

ついては、なお従前の例による。 

２ ２年新条例第２４条の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、前

条第３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき小樽市税条例第２

３条第１項に規定する給与について提出する２年新条例第２４条の２第１項

及び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ ２年新条例第２４条の３第１項の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行

の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年

法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３

号。以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規

定する公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを

除く。）について提出する２年新条例第２４条の３第１項に規定する申告書に

ついて適用する。 

第３条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の小樽市税条例第１０条

第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個

人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定による

改正後の小樽市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動

車税の環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得

された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について

適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年



 

 

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第５条 附則第１条第５号に掲げる規定による改正後の小樽市税条例の規定は、

令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度

分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、地方税法の一部改正に伴い、個人の市民税の単

身児童扶養者の新設、法人市民税の電子申告義務の例外規定の追加、軽自動車

税の環境性能割及び種別割の賦課徴収に係る特例措置等の新設等を行うととも

に、所要の改正を行うためであります。 

 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第６号  
 小樽市議会 

 

   小樽市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

小樽市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年小樽市条例第３７号）

の一部を次のように改正する。 

 第５条第３項中「よりがたい」を「より難い」に改める。 

 第１５条第２項中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 第１６条を次のように改める。 

 （保証人及び利率） 

第１６条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者（以下この条において「借

入申込者」という。）は、保証人を立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない

場合は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を、延滞の場

合を除き、年１パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

４ 第１項の保証人は、原則として、市内に居住する者とする。 

５ 既に災害援護資金の貸付けを受けている者（以下この項において「借受人」

という。）又は借入申込者は、原則として、他の借受人又は借入申込者の保

証人となることができないものとする。 



 第１７条中「又は半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改める。 

 第１８条を削る。 

 第１９条の見出しを「（償還免除等）」に改め、同条中「、保証人の債務」

を削り、「第１２条」を「第１１条」に改め、同条を第１８条とし、第２０条

を第１９条とする。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の小樽市災害弔慰金の支給等に

関する条例の規定は、平成３１年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の小樽市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、平成３１年４

月１日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護

資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯

の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正等

に伴い、災害援護資金の貸付けに係る保証人、利率及び償還方法の見直しを行

うとともに、所要の改正を行うためであります。 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第７号 
 小樽市議会 

 

   小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年小樽市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３項中「平成３０年厚生労働省令第４６号」を「平成３１年厚生労働

省令第５０号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、基準省令の一部改正に伴い、放課後児童支援員

認定資格研修について、都道府県知事だけではなく政令指定都市の長も実施で

きることとなったため、基準省令のとおり適用するためであります。 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第８号  
 小樽市議会 

 

   小樽市屋外広告物条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市屋外広告物条例の一部を改正する条例 

小樽市屋外広告物条例（平成２４年小樽市条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１７条の次に次の１条を加える。 

 （点検の義務） 

第１７条の２ 行為者等は、広告物又は掲出物件の損傷、腐食その他の劣化の

状況を定期的に点検しなければならない。ただし、規則で定める広告物又は

掲出物件については、この限りでない。 

２ 行為者等は、前項の規定による点検のうち規則で定めるものを行うときは、

法第１０条第２項第３号イの試験に合格した者又はこれと同等以上の知識を

有する者として規則で定めるものに行わせなければならない。 

３ 出願者は、第１０条第２項に規定する許可の申請をしようとするときは、

規則で定めるところにより、併せて第１項の規定による点検の結果を市長に

報告しなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 



 ⑴ 第１７条の次に１条を加える改正規定（第１７条の２第２項に係る部分

に限る。）及び次項の規定 令和元年１０月１日 

 ⑵ 第１７条の次に１条を加える改正規定（第１７条の２第３項に係る部分

に限る。）及び附則第３項の規定 令和２年１月１日 

 （経過措置） 

２ 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第２項に規定する屋外

広告業に従事する者であって、北海道屋外広告物条例（昭和２５年北海道条

例第７０号）第２２条第１項第１号の講習会の課程を修了したものは、前項

第１号に掲げる改正規定の施行の日から令和４年３月３１日までの間、第１

７条の２第２項に規定する屋外広告物法第１０条第２項第３号イの試験に合

格した者と同等以上の知識を有する者として規則で定めるものとみなす。 

３ 改正後の第１７条の２第３項の規定は、附則第１項第２号に掲げる改正規

定の施行の日以後にされる第１０条第２項に規定する許可の申請について適

用する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、屋外広告物の定期的な点検を専門的な知識を有

する者に行わせるとともに、当該点検結果の報告を義務付ける等の措置を講ず

ることにより、屋外広告物による公衆に対する危害の防止を図るためでありま

す。 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会       議案第９号 
 小樽市議会 

 

   小樽市建築基準法施行条例及び小樽市手数料条例の一部を改正する条例

案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   
 

   小樽市建築基準法施行条例及び小樽市手数料条例の一部を改正する条例 

 （小樽市建築基準法施行条例の一部改正） 

第１条 小樽市建築基準法施行条例（昭和４３年小樽市条例第１６号）の一部

を次のように改正する。 

  第６０条の９第１項中「、法第６１条又は法第６２条第１項」を「又は法

第６１条」に改める。 

 （小樽市手数料条例の一部改正） 

第２条 小樽市手数料条例（昭和２６年小樽市条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第８３号中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改め、同表第８９

号を次のように改める。 

(89) 建築基準法第４８条第

１項ただし書、第２項ただ

し書、第３項ただし書、第

４項ただし書、第５項ただ

し書、第６項ただし書、第

７項ただし書、第８項ただ

し書、第９項ただし書、第

１０項ただし書、第１１項

 用途地域における建築

等許可申請手数料 

ア 建築基準法第４８条

第１６項第１号に該当

する場合 110,000円 

イ 建築基準法第４８条

第１６項第２号に該当

する場合 190,000円 

ウ ア及びイ以外の場合

230,000円 



ただし書、第１２項ただし

書又は第１３項ただし書

（同法第８７条第２項若

しくは第３項又は第８８

条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に

基づく建築等の許可の申

請に対する審査 

  別表第９１号の２中「第５３条第４項」の次に「又は第５項」を加え、同

表第９２号中「第５３条第５項第３号」を「第５３条第６項第３号」に改め、

同表第１１３号の２中「建築基準法施行令」の次に「（昭和２５年政令第３

３８号）」を加え、同表第１１３号の３中「第８６条の８第１項」の次に「又

は第８７条の２第１項」を加え、同表第１１３号の４中「規定」の次に「（同

法第８７条の２第２項において準用する場合を含む。）」を加え、同号の次

に次の２号を加える。 

(113)の５ 建築基準法第８７

条の３第５項の規定に基

づく興行場等の使用の許

可の申請に対する審査 

 興行場等使用許可申請

手数料 

130,000円 

(113)の６ 建築基準法第８７

条の３第６項の規定に基

づく特別興行場等の使用

の許可の申請に対する審

査 

 特別興行場等使用許可

申請手数料 

170,000円 

  別表第１１４号及び第１１５号中「第８７条の２」を「第８７条の４」に

改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、同日以後に請求のあった事務について適

用する。 
 



 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、建築基準法の一部改正に伴い、新たに設定され

た建築物の特例許可及び認定申請手数料を設けるとともに、所要の改正を行う

ためであります。 

 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１０号 
 小樽市議会 

 

   小樽市水道事業給水条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 小樽市水道事業給水条例（昭和４５年小樽市条例第３６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１６条の２第１項中「第５条」を「第６条」に改める。 

 第３９条第１項中「手数料を」の次に「、法第２５条の３の２第１項の更新

を受けようとする者は、当該更新１件につき８，０００円の手数料を」を加え

る。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、水道法の一部改正に伴い、指定給水装置工事事

業者制度の指定の更新に係る手数料を定めるとともに、所要の改正を行うため

であります。 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１１号 
 小樽市議会 

 

   工事請負契約について 

 多目的荷役機械延命化対策工事の請負契約を次のように締結する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 工 事 名 称 多目的荷役機械延命化対策工事 

２ 契 約 金 額 ３億３，９９０万円 

３ 契約の相手方 苫小牧市新開町４丁目３番１４号 

         栗林機工株式会社苫小牧支店 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１２号 
 小樽市議会 

 

   工事請負契約について 

 幸小学校校舎耐震補強ほか改修工事の請負契約を次のように締結する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 工 事 名 称 幸小学校校舎耐震補強ほか改修工事 

２ 契 約 金 額 ３億９，０５０万円 

３ 契約の相手方 小樽市若竹町３番１号 

         近藤・小杉共同企業体 

         代表者  

         近藤工業株式会社 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１３号  
 小樽市議会 

 

   小樽市火災予防条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市火災予防条例の一部を改正する条例 

 小樽市火災予防条例（昭和４８年小樽市条例第３４号）の一部を次のように

改正する。 

 第２０条第１項中「日本工業規格（工業標準化法」を「日本産業規格（産業

標準化法」に、「第１７条第１項に規定する日本工業規格」を「第２０条第１

項の日本産業規格」に改める。 

 第２２条第１項第５号ただし書中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改

める。 

 第３３条の５第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め、

同条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

 ⑹ 第３３条の３第１項各号に掲げる住宅の部分に特定小規模施設用自動火

災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等に関する省令（平成２０年総務省令第１５６号）

第３条第２項及び第３項に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の

基準の例により設置したとき。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の

制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、住宅用防災警報器等の設置

の免除に係る規定を追加するとともに、所要の改正を行うためであります。 

 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１４号 
 小樽市議会 

 

   小樽市監査委員の選任について 

 次の者を本市監査委員に選任したいので、地方自治法第１９６条第１項の規

定により議会の同意を求める。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

林   下   孤   芳 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１５号 
 小樽市議会 

 

   小樽市非核港湾条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年６月１３日提出 

小樽市議会議員 丸 山 晴 美 

                     同    酒 井 隆 裕 

                     同    高 野 さくら 

                     同    小 貫   元 

                     同    川 畑 正 美 

 

   小樽市非核港湾条例 

 小樽市議会は、１９８２年６月２８日核兵器廃絶平和都市宣言を行った。こ

の宣言は、「いま、核兵器の廃絶、使用禁止は、もっとも緊急な課題であり、日

本国民は、世界唯一の被爆国民としてこれを積極的に実現する崇高な責務を

おっている。小樽市は、わが国の非核三原則が完全に実施されることを願い、

すべての核保有国に対し、核兵器の廃絶と軍縮を求め、核兵器廃絶の世論を喚

起するため、ここに核兵器廃絶平和都市となることを宣言する。」とうたってい

る。 

 この宣言から３７年を経過したが、核兵器は、今なお地球上に存在し、人類

への脅威となっている。 

 この脅威に対し、２０１７年７月７日核兵器禁止条約が国連の会議で採択さ

れ、被爆者をはじめ「核兵器のない世界」を求める世界各国と市民社会の多年

にわたる共同の取組が結実し、核兵器禁止を明文化した条約が制定された。し

かし、核保有国が条約を批准する動きは見られない。 



また、核兵器搭載可能艦の日本への寄港及び非核三原則に反する核兵器の持

込みを容認する核密約の存在、加えて在日米軍の再編が更に強化される動きが

ある中で、小樽港や近隣港への相次ぐ米国艦艇の寄港は、今後の小樽港の軍事

利用の危険を一層高めている。 

 小樽市民は、世界に開かれた国際観光都市の市民として、小樽市の平和の営

みが、世界の平和に通ずる確かな道であることを確認し、核兵器廃絶平和都市

宣言を一層発展させるため、ここに非核港湾行政の推進に関する基本原則を定

める。 

 （目的） 

第１条 この条例は、小樽市の平和が世界の平和とともにあることを自覚して、

市と市民の不断の努力により、日本国憲法の平和主義と国の非核三原則及び

地方自治の本旨にのっとり、積極的な非核港湾行政を推進することを目的と

する。  

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (1) 核兵器 核分裂、核融合又はこれらを組み合わせた爆発的原子核反応に

よって放出される原子核エネルギーを用いて人を殺傷し、又は器物、建造

物若しくは自然環境を破壊するものをいう。  

 (2) 小樽港港湾区域 港湾法（昭和２５年法律第２１８号。以下「法」とい

う。）第３３条第２項において準用する法第４条第４項の規定により同意

を得た水域（平磯岬から茅柴岬まで引いた線及び陸岸により囲まれた海

面）をいう。 

 (3) 港湾施設 法第２条第５項及び第６項に規定する港湾施設で市が管理

するものをいう。 



 （非核港湾行政の推進） 

第３条 市は、市の区域において、核兵器の製造、保有、持込み、通過及び使

用に協力しない。 

２ 市は、小樽港港湾区域に入港する外国艦艇を保有する全ての国に対し、核

兵器不搭載の証明書の提出を求める。 

３ 市は、前項の規定による証明書の提出がない外国艦艇の港湾施設の使用を

認めない。  

   附 則 

 この条例は、令和元年９月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、非核港湾行政の推進に関し必要な事項を定める

ためであります。 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１６号 
 小樽市議会 

 

   小樽市職員懲戒審査委員会委員の選任について 

 次の者を本市職員懲戒審査委員会委員に選任したいので、地方自治法施行規

程第１６条第３項の規定により議会の同意を求める。 

  令和元年７月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

菰   田   尚   正 

多   木   誠 一 郎 

中   村   誠   吾 

上   石       明 

勝   山   貴   之 



 令 和 元 年 
             第 ２ 回 定 例 会      議案第１７号 
 小樽市議会 

 

   小樽市議会会議規則の一部を改正する規則案 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年７月１日提出 

                       議会運営委員会 

                 委員長 濱 本  進   

 

小樽市議会会議規則の一部を改正する規則 

小樽市議会会議規則（昭和３４年議会規則第１号）の一部を次のように改正

する。 

第６条中「すべて」を「全て」に改める。 

第８条第１項中「午後６時まで」の次に「（招集日にあっては、午前１０時

から午後６時まで）」を加える。 

第３９条及び第４４条第１項中「すべて」を「全て」に改める。 

第５７条（見出しを含む。）中「付帯決議」を「附帯決議」に改める。 

第７４条第４項及び第９５条中「すべて」を「全て」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この規則案を提出したのは、招集日における会議時間を午前１０時から午後

６時までとすることについて規定するとともに、所要の改正を行うためであり

ます。 
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